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奈良県奈良県奈良県奈良県



目標値の需要先内訳について

Ｈ３２目標Ｈ３２目標Ｈ３２目標Ｈ３２目標 ２５０千㎥２５０千㎥２５０千㎥２５０千㎥（Ａ材：１４８千㎥（Ａ材：１４８千㎥（Ａ材：１４８千㎥（Ａ材：１４８千㎥ Ｂ材：４４千㎥Ｂ材：４４千㎥Ｂ材：４４千㎥Ｂ材：４４千㎥ Ｃ材：５８千㎥）Ｃ材：５８千㎥）Ｃ材：５８千㎥）Ｃ材：５８千㎥）
Ｈ２５実績Ｈ２５実績Ｈ２５実績Ｈ２５実績 １４８千㎥１４８千㎥１４８千㎥１４８千㎥（Ａ材：１２９千㎥（Ａ材：１２９千㎥（Ａ材：１２９千㎥（Ａ材：１２９千㎥ Ｂ材：８千㎥Ｂ材：８千㎥Ｂ材：８千㎥Ｂ材：８千㎥ Ｃ材：１１千㎥）Ｃ材：１１千㎥）Ｃ材：１１千㎥）Ｃ材：１１千㎥）

①現在、搬出されている木材（H25実績）Ａ材１２９千㎥ Ｂ材８千㎥ Ｃ材１１千㎥ （計１４８千㎥）②現在、林地に放置されている間伐材のなかで、架線集材、高性能林業機械による車両系集材により、Ａ・Ｂ・Ｃ材全て出すことにより搬出される木材 （推計）Ａ材９千㎥ Ｂ材３０千㎥ Ｃ材３８千㎥ （計７７千㎥）③奈良型作業道の整備推進に伴う、第一種木材生産林からの増産（既設団地 ９団地 １９５ｈａ）Ａ材 ４千㎥ Ｂ材 ３千㎥ Ｃ材 ３千㎥ （計１０千㎥）④儲かる林業施業提案による新たな増産（施業実施森林２００ｈａ（毎年３５ｈａ）の開拓）Ａ材 ６千㎥ Ｂ材 ３千㎥ Ｃ材 ６千㎥ （計１５千㎥）①＋②＋③＋④①＋②＋③＋④①＋②＋③＋④①＋②＋③＋④Ａ材Ａ材Ａ材Ａ材 １４８千㎥１４８千㎥１４８千㎥１４８千㎥ Ｂ材Ｂ材Ｂ材Ｂ材 ４４千㎥４４千㎥４４千㎥４４千㎥ Ｃ材Ｃ材Ｃ材Ｃ材 ５８千㎥５８千㎥５８千㎥５８千㎥ 合計合計合計合計 ２５０千㎥２５０千㎥２５０千㎥２５０千㎥４０％ ２６％ ３４％A材
B材 C材

製材用需要量２２２ 県産材 １１７他県材 ４４外 材 ６１２３０２３０２３０２３０ 県産材県産材県産材県産材 １３６１３６１３６１３６他県材他県材他県材他県材 ３３３３３３３３外外外外 材材材材 ６１６１６１６１

目標値（県産材生産量）の設定について目標値（県産材生産量）の設定について目標値（県産材生産量）の設定について目標値（県産材生産量）の設定について 素材換算ベース （単位：千m3）
県県県県 内内内内

１２９１４８１４８１４８１４８Ａ 材

１２１２１２１２１２県県県県 外外外外→

→

→

Ｂ 材

８４４４４４４４４ ８ （合板用）２０２０２０２０ （合板用）（合板用）（合板用）（合板用）県県県県 外外外外０２４２４２４２４ （ラミナ用）（ラミナ用）（ラミナ用）（ラミナ用）県県県県 内内内内 →

→ →参考）県内集成材生産量２１２ （H25)国産材比率8.7%

Ｃ 材

１１５８５８５８５８１１ （チップ用） ０１１１１１１１１ （チップ用）（チップ用）（チップ用）（チップ用） ４７４７４７４７ （発電用）（発電用）（発電用）（発電用）県県県県 内内内内 →

→ →
販路の拡大等で総需要量増

外材ラミナ(製品輸入)を県産材ラミナへ振り替え 林ベニヤ(舞鶴工場)への供給量増
クリーンエナジー奈良発電所(大淀町)への供給量確保

大規模工場のＡ材(一般材)を他県材から県産材へ振り替え【内 訳】

１



１年目(30ha)
２年目(30ha)３年目(30ha)

４年目(30ha)

７年目(30ha)

６年目(30ha)
５年目(30ha)

通常補助率６８％ → 傾斜に応じ県独自に８１%～８８％へ嵩上げ利用間伐に係る経費の補助林業機械のレンタルに係る経費の補助・施業プランの立案などに関する研修・作業道及び木材生産に関する実践研修林業機械の導入に係る経費の補助
50m/ha以上の路網密度架線集材施設の設置に係る経費のモデル的補助

事業の内容

奈良型作業道の開設重点支援

その他優先支援

○第○第○第○第1111種木材生産林種木材生産林種木材生産林種木材生産林○利用間伐面積○利用間伐面積○利用間伐面積○利用間伐面積200ha200ha200ha200ha以上（北部・東部地域は以上（北部・東部地域は以上（北部・東部地域は以上（北部・東部地域は100ha100ha100ha100ha以上）以上）以上）以上）○奈良型作業道の路網密度○奈良型作業道の路網密度○奈良型作業道の路網密度○奈良型作業道の路網密度50m/ha50m/ha50m/ha50m/ha以上以上以上以上○年間利用間伐面積○年間利用間伐面積○年間利用間伐面積○年間利用間伐面積30ha30ha30ha30ha以上以上以上以上（北部・東部地域（北部・東部地域（北部・東部地域（北部・東部地域はははは15ha15ha15ha15ha以上）以上）以上）以上）
現在の採択要件

通常要件の施業区域イメージ図

見直し検討

採択要件の拡充○第○第○第○第1111種木材生産林種木材生産林種木材生産林種木材生産林○○○○全ての地域全ての地域全ての地域全ての地域で利用間伐面積で利用間伐面積で利用間伐面積で利用間伐面積100ha100ha100ha100ha以上以上以上以上○奈良型作業道の路網密度○奈良型作業道の路網密度○奈良型作業道の路網密度○奈良型作業道の路網密度50m/ha50m/ha50m/ha50m/ha以上以上以上以上○○○○全ての地域全ての地域全ての地域全ての地域で年間利用間伐面積で年間利用間伐面積で年間利用間伐面積で年間利用間伐面積15ha15ha15ha15ha以上以上以上以上 ２
見直し検討

事業の内容の拡充架線集材施設の設置に係る経費の補助本格実施本格実施本格実施本格実施

○奈良型作業道の整備推進（南部地域における補助対象面積要件の緩和を検討○奈良型作業道の整備推進（南部地域における補助対象面積要件の緩和を検討○奈良型作業道の整備推進（南部地域における補助対象面積要件の緩和を検討○奈良型作業道の整備推進（南部地域における補助対象面積要件の緩和を検討））））



木材生産林木材生産林木材生産林木材生産林

山土場

ヘリコプター集材
Ｂ材Ｂ材Ｂ材Ｂ材
集成材ラミナ
合板用材

Ｃ材Ｃ材Ｃ材Ｃ材
パルプ
チップ用材

補助対象

Ａ材(建築用材)

<径１４～４０ｃｍ>架線集材

補助対象事業者

森林組合、認定事業体森林組合、認定事業体森林組合、認定事業体森林組合、認定事業体

間伐材は搬出経費が割高となり、市場へは供給され間伐材は搬出経費が割高となり、市場へは供給され間伐材は搬出経費が割高となり、市場へは供給され間伐材は搬出経費が割高となり、市場へは供給されにくい状況であるため、間伐材の積極的な搬出・利にくい状況であるため、間伐材の積極的な搬出・利にくい状況であるため、間伐材の積極的な搬出・利にくい状況であるため、間伐材の積極的な搬出・利用に取り組む森林組合・認定林業事業体に用に取り組む森林組合・認定林業事業体に用に取り組む森林組合・認定林業事業体に用に取り組む森林組合・認定林業事業体に支援支援支援支援
定額：定額：定額：定額：1,500円円円円/m3以上の出材助成以上の出材助成以上の出材助成以上の出材助成

市市市市 町町町町 村村村村

定額：定額：定額：定額：2,000円円円円/m3の出材助成の出材助成の出材助成の出材助成

県県県県

3,500円円円円/m3以上以上以上以上の出材助成の出材助成の出材助成の出材助成

＋＋＋＋

補助対象の拡大

<径４０ｃｍ以下>

補助対象

Ａ材(建築用材)

見

直

し

検

討

３

○○○○間伐材搬出支援（奈良県独自）の拡大（補助対象をＡ材のみからＢ・Ｃ材への拡大を検討間伐材搬出支援（奈良県独自）の拡大（補助対象をＡ材のみからＢ・Ｃ材への拡大を検討間伐材搬出支援（奈良県独自）の拡大（補助対象をＡ材のみからＢ・Ｃ材への拡大を検討間伐材搬出支援（奈良県独自）の拡大（補助対象をＡ材のみからＢ・Ｃ材への拡大を検討））））



○推進体制

位置条件確認位置条件確認位置条件確認位置条件確認
森林森林森林森林GISGISGISGISデータデータデータデータから候補森林抽出から候補森林抽出から候補森林抽出から候補森林抽出＜抽出条件＞・スギ・ヒノキ６１年生以上・過去１３年施業していない・保安林等の制限がない・林道・作業道が200ｍ以内・標高1,200ｍ以下・傾斜度35°以下 等

県の体制・県職員による施業提案チームの配置・施業プラン作成指導等の外部専門家を配置
１．15万分の1地図で位置確認２．5ha以上のまとまりのある森林を確認３．1万分の1地図で伐採面積、接道条件確認４，航空写真で林況を確認５，森林所有者名、所有者数を確認搬出方法検討搬出方法検討搬出方法検討搬出方法検討

施業プランの作成施業プランの作成施業プランの作成施業プランの作成
森林所有者への施業プ森林所有者への施業プ森林所有者への施業プ森林所有者への施業プラン提示ラン提示ラン提示ラン提示

①①①①
②②②②
③③③③
④④④④

【森林GISデータ】森林所有者、樹種、林齢、面積、材積、標高、傾斜度、傾斜方向、地質、路網、施業履歴、制限林 等
１．5千分の1地図で搬出方法検討２．皆伐･再造林の可能性検討１．搬出経費、補助金の積算実質収入額の試算２．現地確認による精査３，施業プランの作成
１．森林所有者の特定、連絡２．現地説明会開催

施業予定森林台帳施業予定森林台帳施業予定森林台帳施業予定森林台帳へ登載へ登載へ登載へ登載 １．施業プラン了承、台帳登載承諾２．台帳登載 意欲のある素材生産意欲のある素材生産意欲のある素材生産意欲のある素材生産業者の登録業者の登録業者の登録業者の登録 施業受委託契約の締結施業受委託契約の締結施業受委託契約の締結施業受委託契約の締結施業施業施業施業の実施の実施の実施の実施
⑤⑤⑤⑤
⑥⑥⑥⑥ ⑦⑦⑦⑦

県森連・森林組合連

携

４

○「儲かる林業施業を新たに提案」する体制の○「儲かる林業施業を新たに提案」する体制の○「儲かる林業施業を新たに提案」する体制の○「儲かる林業施業を新たに提案」する体制の整備整備整備整備



候補森林の抽出フロー （イメージ）

1） 「スギ・ヒノキ61年生以上の森林」を抽出①森林①森林①森林①森林GISデータデータデータデータから候補森林抽出から候補森林抽出から候補森林抽出から候補森林抽出
2） うち、「過去13年間の施業履歴がない森林」 かつ 「保安林等の伐採制限のない森林」を抽出 3） うち、「林道・作業道等の林内路網から200m以内の森林」を抽出

②位置②位置②位置②位置条件確認条件確認条件確認条件確認
1） 15万分の1地図で位置の確認 2） 1万分の1地図で、収益面で有利な5ha以上のまとまりのある森林を確認同森林について、伐採面積・接道条件等を確認

③搬出方法検討③搬出方法検討③搬出方法検討③搬出方法検討
3）航空写真で林況を確認 1） 5千分の1地図で搬出方法を検討団地①団地①団地①団地①（（（（30ha以上）以上）以上）以上）作業道を整備しながら車両系で搬出

団地②団地②団地②団地②（（（（5ha以上）以上）以上）以上）索道を張り、架線系で搬出 ５



全幹出材 → 製材工場・合板工場・チップ工場等へ直送
全幹出材 → 中間土場 →製材工場・合板工場・チップ工場等へ直送・山土場における素材生産事業者の仕分け機能確保

・効率的物流を確保する中間土場の確保と中間土場での仕分け機能の確保
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全国 奈良県
m3/経営体 １経営体当たりの現行素材生産量○高性能林業機械等の導入支援高性能林業機械操作技術の向上

○新規労働者の確保･育成
○林業技能者の技術向上研修架線操作技術の向上

緑の雇用事業の活用・就業準備給付金の給付・現場技能者育成研修

儲かる林業施業提案により安定的に施業森林を開拓・提供

仕分け基準（樹種・寸法・形状）や土場での効仕分け基準（樹種・寸法・形状）や土場での効仕分け基準（樹種・寸法・形状）や土場での効仕分け基準（樹種・寸法・形状）や土場での効

率的仕分け方法等にかかる研修実施を検討率的仕分け方法等にかかる研修実施を検討率的仕分け方法等にかかる研修実施を検討率的仕分け方法等にかかる研修実施を検討

中間土場の設置及び運営方法について検討中間土場の設置及び運営方法について検討中間土場の設置及び運営方法について検討中間土場の設置及び運営方法について検討

６

○工場直送体制を支えるＡ・Ｂ・Ｃ材仕分け機能等の確保○工場直送体制を支えるＡ・Ｂ・Ｃ材仕分け機能等の確保○工場直送体制を支えるＡ・Ｂ・Ｃ材仕分け機能等の確保○工場直送体制を支えるＡ・Ｂ・Ｃ材仕分け機能等の確保

○素材生産力の○素材生産力の○素材生産力の○素材生産力の強化強化強化強化



①素材生産力強化に意欲的な事業者の発掘素材生産状況調査の実施（毎年度）調査内容：素材生産事業者名、主な活動地域、年間素材生産量（皆伐・間伐別）、雇用労働者数、林業用機械保有状況 など②素材生産力強化に向けた課題の洗い出しと支援強化内容の検討事業量の確保に向けた営業力強化、労働者の確保及び林業用機械新規取得のための資金力などの課題について把握洗い出した課題の解決に向けて、必要な支援策を検討③素材生産事業者の連携の推進連携に意欲的な一人親方等小規模事業者をマッチング新規就労者の確保活動や技術力向上研修（OJT研修）等を共同実施④市町村及び森林組合との連携による素材生産事業への新規参入者の発掘意欲のある地域の森林組合や建設業者などが新規参入するうえで必要な支援策を検討

７

○意欲的な素材生産事業者の生産力拡大○一人親方等小規模事業者の共同・連携の推進○地域の建設業者など新規参入事業者の発掘
○協栄会 （福島県・協和木材株式会社の下請組織）・一人親方の任意団体・会員60名

20代～60代の幅広い年齢構成・労災保険、社会保険、年金など福利厚生面の充実・会員3名程度を1組として、協和木材（株）より、素材生産を請負・熟練労働者と若年労働者とがセットで作業することで、技術を継承
○全国素材生産業協同組合連合会【設立年度】 昭和50年度【設立目的】 ・全国の素材生産業者の相互の連携を密にし、業界の組織化を推進し、素材生産の担い手として発展すること・会員及び傘下の素材生産事業体が、素材の生産・流通を通じて、川上と川下をつなぐ重要なパイプ役として国産材振興に資する【会 員 数】全国の２１組合が会員、全組合員数５６９名
＜他県の事例＞＜他県の事例＞＜他県の事例＞＜他県の事例＞

素材生産量の拡大を図るためには、素材生産事業者の体質強化が必要

このため、県内の意欲的な素材生産事業者と県、市町村、素材生産に積極的な森林組合が参画する「素材生産力拡大会議」を設置・運営

【実現すべき課題】
【具体の取り組み】

森林組合森林組合森林組合森林組合市町村市町村市町村市町村 県「林業・木材産業振興県「林業・木材産業振興県「林業・木材産業振興県「林業・木材産業振興プロジェクト推進チーム」プロジェクト推進チーム」プロジェクト推進チーム」プロジェクト推進チーム」 連携 意欲的な素材生産業者意欲的な素材生産業者意欲的な素材生産業者意欲的な素材生産業者【構成】
○○○○素材生産力拡大会議の設置に素材生産力拡大会議の設置に素材生産力拡大会議の設置に素材生産力拡大会議の設置についてついてついてついて



・多くの森林資源が伐期を迎えているなか、将来に向けて持続可能な林業を実現するには、伐採・再造林により森林（人工林）の元気なサ

イクルを回すことが必要

・儲かる林業を拡大するには、搬出コストが有利な皆伐・全幹集材の実施を進めることが必要

・材価の低迷から、再造林・育林に必要な経費が捻出できない

・再造林しても鹿害が広がっており、その対応が経費的に困難

・無計画な皆伐の拡大や再造林の放棄等により土砂災害の発生など森林環境の崩壊が懸念される

・皆伐施業社会実験の実施を検討

・奈良県の実情を踏まえた皆伐等施業実施マニュアル等の検討森林の土壌、地位、傾斜、接道条件等を踏まえた施業方法決定フローの策定植栽本数の少ない造林方法及び天然更新等の検討効果的な獣害防止方法の研究・ＰＲ など
・皆伐後の再造林にかかる支援施策の検討 など

８

これまで間伐中心の林業を行ってきたが、以下の理由等から皆伐の実施について検討を進める必要がある。

しかし、

○皆伐方式による素材生産の○皆伐方式による素材生産の○皆伐方式による素材生産の○皆伐方式による素材生産の検討検討検討検討



９

・川下・川中のユーズを掴んでいる県内の製材関係事業者等による「県産材需要連絡会議」を組織し、定期的に需要情報を把握。

この情報に基づき、川上側の素材生産者が参画する「県産材生産・供給連絡会議」において県産材生産計画を作成。

県産材需要連絡会議（川中・川下）

県産材の利用拡大に意欲的な県内事業者

県木連

・県内の大規模製材事業者・県内プレカット事業者・集成材事業者 など 奈良県「林業・木材産業振興

プロジェクト推進チーム」

県産材生産・供給連絡会議（川上）

協定締結素材生産者

奈良県「林業・木材産業振興

プロジェクト推進チーム」

県森連

施業提案同意森林所有者

需要ニーズを

生産計画に反映

ニーズの

把握

状況把握

調整

○川下・川中・川上をつなぐ木材需給量コーディネート機能の○川下・川中・川上をつなぐ木材需給量コーディネート機能の○川下・川中・川上をつなぐ木材需給量コーディネート機能の○川下・川中・川上をつなぐ木材需給量コーディネート機能の構築構築構築構築



○京都府地球温暖化対策条例について○京都府地球温暖化対策条例について○京都府地球温暖化対策条例について○京都府地球温暖化対策条例について

・平成18年4月制定

・平成22年4月改正 府内産木材等の使用を義務づけ（平成24年4月1日以降の建築確認申請より適用）

・制度の目的 建築物に係る温室効果ガスの排出削減を促進

参考）参考）参考）参考） 東京都港区「みなとモデル二酸化炭素固定認証制度」について東京都港区「みなとモデル二酸化炭素固定認証制度」について東京都港区「みなとモデル二酸化炭素固定認証制度」について東京都港区「みなとモデル二酸化炭素固定認証制度」について

・平成23年10月に区要綱で規定

・制度の目的 区内に建てられる建築物等に国産材を使用し、CO2固定量の増加と森林整備の促進によるCO2吸収量の増加を図る

【対象建築物】 床面積の合計が2,000m2以上の建築物の新・増築【手続き方法】 建築確認申請の際に、府土木事務所へ「排出量削減計画書」を提出同計画書に府内産木材等の使用量を記載【府内産木材等とは】 ・府内産木材で、知事が認める機関・市町村が認証をされたもの・地球環境保全に配慮された木材であることの国際認証を受けた外材【使用義務量】 防火等の法的規制を踏まえ、木材が利用可能な居室のうち、腰壁部分（高さ1.2m相当）への木材利用を義務づけ・居室は正方形、居室の壁の1/2は窓・扉等で開口部であると仮定・腰壁の高さは1.2m、仕上げ材厚さは4mmと仮定
V＝ 2√A × 1.2 × 0.0004 ≓ 0.01√A・居室毎に、利用の可否を判定使用義務量＝0.01（√A1＋√A2＋√A3＋・・・） 各居室の平方根の和を1/100ただし、外装材や構造材等を含む建物全体で義務量をクリアすれば良い【除外できる居室】 ・建築基準法施行令の規定により、壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを準不燃性材料以上としなければならない居室・機能上、衛生上、壁仕上げに木材を使用することが困難な居室（例えば、浴室、冷凍室、冷蔵庫、手術室等）【使用実績】 新築35件、増築11件（H24～25） 新築床面積平均7,405m2、1件当たり平均使用義務量3m3 （0.0004m3/m2）

１０

県産材の利用について県産材の利用について県産材の利用について県産材の利用について条例に条例に条例に条例に規程している他県の事例規程している他県の事例規程している他県の事例規程している他県の事例○森林づくり等基本条例で規定 【7県】：奈良県・静岡県・長野県・岐阜県・三重県・和歌山県・宮崎県 → ただし、全て努力規定○木材利用推進条例で規定【2県】：茨城県・徳島県 → ただし、全て努力規定○地球温暖化防止条例で規定【10県】：北海道・秋田県・神奈川県・群馬県・山梨県・石川県・滋賀県・京都府・和歌山県・熊本県 → 京都府のみ義務規定

【対象建築物】 床面積の合計が5,000m2以上の建築物の新築 （5,000m2未満でも自主的に提出可）【手続き方法】 着工前に、区環境リサイクル支援部環境課へ「国産木材使用計画書」を提出【対象となる木材】 区と協定を締結した自治体から産出されたもの（ただし、最大限努力しても調達できない場合は、国産の合法木材でも可）【使用基準量】 床面積1m2につき0.001m3認証書の発行に当たり、0.005m3以上で「★★認証書」、0.010m3以上で「★★★認証書」にアップグレード【使用実績】 27件（H24～25） 床面積平均7,332m2、1件当たり平均使用量34m3 （0.0046m3/m2）

○○○○大型の民間建築物等への県産材利用拡大方策の大型の民間建築物等への県産材利用拡大方策の大型の民間建築物等への県産材利用拡大方策の大型の民間建築物等への県産材利用拡大方策の検討検討検討検討


